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ピーク時間片道３本以上 ピーク時間片道３本未満

駅から１km圏内

駅から１km圏外 公共交通不便地域 公共交通空白地域
鉄道

公共交通便利地域

バス停から500ｍ圏内
バス停から500圏外

バス
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短期（５年） 中期（10年） ⾧期（20年）
土砂 既存住宅の移転促進（がけ地近接等危険住宅移転） 市

洪水・土砂 移転先として空き家・低未利用土地の活用 市
洪水 宅地嵩上げ等の検討 市・事業者
洪水 河川整備の洪水氾濫対策 県・市
洪水 都市下水路の整備 県・市
洪水 排水ポンプ施設の整備 県・市
洪水 雨水流出抑制施設の設置促進 県・市
津波 海岸堤防、保全施設の整備 県
洪水 ため池の補強対策 県・市
洪水 耕作放棄地を活用した流出抑制 県・市
土砂 砂防施設等の整備 県
全体 避難所の耐震化、防災拠点の強化等 県・市
全体 民間との連携による避難所・避難場所の確保 市
全体 避難路の整備、確保 県・市
全体 避難所の防災備蓄の確保 県・市
全体 物資輸送ルートの確保 県・市・事業者

全体 民間施設を活用した防災拠点の整備 市・事業者
全体 災害リスク地域の誘導区域等からの除外 市
全体 災害ハザードエリアでの開発抑制 市
全体 地区防災計画策定の促進 市・住民
全体 避難計画の見直しの促進、検討 市・住民
全体 防災協定の締結・連携 市・事業者
全体 ハザードマップの周知、見直し 市・住民
全体 自主防災組織の充実、強化 市・住民
全体 要配慮者支援体制の強化 市・住民
全体 警戒情報発信システムの活用 県・市
全体 防災アプリの普及促進による情報伝達 市・住民
全体 防災に関する教育、人材育成 住民
全体 関係機関の連携・協力体制の強化 市・住民
全体 コミュニティ協議会での防災訓練等 市・住民
全体 マイタイムライン作成 市・住民

ハード

ハザードエリア外への
住替え促進

被害の回避・軽減

避難施設の充実化

ソフト

土地利用規制の厳格化

地域災害対応力の強化

通信・広報体制の整備

住民の防災意識の向上

分類 取組方針 災害 取組内容 主体
取組スケジュール
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